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文献サーヘイを行なうなお，本稿では，貿易と

経済発展に関しては，虹接投資との関連におい

ていみ論する新経済成長理論や新貿易理論0)

展開により，貿易政策について新たな関心が生

まれているが，それらのレビューについてはす

はじめに てに浦田 [199::i]等か詳細に行なっているので，

ここては直接投資に焦点をしほることにする。

近年、海外直接投資（以ド酒楼投行）と経済 本稿においては．ます，直接投資に関する項
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I] 経済発展における直接投資の役割— r凡辿研究—

Ill 今後の研究課題

発展の関係について、アカデミックな分野にお 要な理論的展開を特に途上国の経済発展という

いても，また政策決定者の間でも閃心が裔まっ 観点に力点をおいて概観する。次に．直接投資

ている旧 Il。前者においては，経済罪論，特に と経済発展0)吏証的研究成果についてまとめて

新経済成長理論や不完全競争，規模の経済を取 みたい。われわれに匝接投資と経済発展につい

り入れた新しい貿易理論の中に直接役資が1l!Jポ てJ)見方をりえてくれろという慇昧で理論は常

的に取り込まれつつあり，その重要竹の認識が に重要であるが，情勢が日々急速に変化してい

高まっている。 ＾方，途上国の政策決定者は． る現在の途上国におし¥て実際の影秤がどれほど

tに東・東南アジア諸国の経験から，直接投資 り）も (J)であったか把押することも，またきわめ

の経済発展における正の役割を認識し始め，悠 て咀要である。幸い，実証研究も1980, 90年代

速に自由化政策，規制緩和政策を導人し始めて に蓄積が進んた。したかって，これらの研究か

いる。 197(）年代までは，多国籍企業が途上国の ら何か統一的な結論が見いだせるのか探ってみ

工業化に対して否定的な影響を及ほずことか強 たし＼ 最後に．今後の研究課題を論じることに

調されることが多かったのとは対照的てある。 しよう。

現在， 1直接投資と経済発展について， ますます

理皐実証両1hlから研究か求められているとし, I 企架J)グローバル化と直接投資

えるであろう。 ~理論的展開

このような背娯をふまえ、本稿は1980年代後

半以降を中心に，直接投資と経済発展に関する
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近年になって，多国籍企業や匝接投資に対す
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る関心がますます高まってきたことはすてに述

べたぐ，これはとりもなおさず，多国藉企業のグ

ローバル化とその結果として起こる直接投資か

世界経済0)繁栄にとって国際貿易とならんで｀

時にはそれ以上に重要なものとして注目され

るようになってきたからに他ならなしヽ（小島

[ 19851)。直接投資に関する文献0)蓄積はすて‘

に膨大な量に達していて，そのサーベイ論文も

存在しているので（たとえは，原：1991：八ここ

では特に，途I：国の経済発展という立場から屯

要な理論的展開がどこにあったか探ってみよ

ぅり1’.2) ̂ 

理論的展開の中で重要なポイントは，なぜ多

国籍企党がわざわさ外国に企業進出し，投資活

動に従事するのかという点であることはいうま

でもない。賓本移動の最も初期の理論てあるマ

クドガル・モデルでは，資本の移動はその相対

的な希少性を反映する報酬率の相違によっても

たらされるとした。しかし．これでは．間接投

行と『［接投t1との違いが必ずしも明確にならす，

また，同際間に見られる相吐的直接投資の現象

も説明することはてきない また、 f，11期の頃の

モデルは，直接投資をマクロ的現象としてのみ

とらえていたか，直接投資は本来企業行動の結

果であなしたかって，それ以降 ミクロ的視

、9ばから直接投冑を説明しようとする理論か展開

された これか，経営資源優位説と内部化理論

である，．，むろん，これらの理論的展開は， 1960

~70年代にすてに見られたが， 80年代はさらに

その精緻化が行なわれたぐ

[ 1本ては，以前から小宮か直按投打のi：体で

ある企党を，投資行金の集積とし;うより， さ

まざまな経営賓源の集合体としてとらえ，直

接投賓0)本質は資本の移動よりもむしろこの

向外直接投資と経済発展

ような経営賓源かその限界生産性の低い地域

や国からより向いところへ移動することにある

と主張してきた（小宮・天野 [1972]）。これに対

して必すしも混論がなtlわけてはなt>力ふ；13、

この考え方か現在ては日本ても最も有力視され

てし立るいi1)。

原 [1991] は、数量的に把捏かきわめて難し

い経営資源をどのようにとらえるかか重要課題

の 1 つであると指摘したが，洞口 ~1992] はこ

の難しし囁果題に取り組んたr 洞llは小宮による

経営資源の定義にヒントを得て経営資源を10項

目に分類し， イントネシアの日系企業を例とし

て経営汀源の優位性を生みだしている諸要因を

分析した。この成果については、第II節の実証

研究のまとめの中で論及するっ

経営資源優位説と同時に｀財や技術・経営ノ

ウハウといった経営賓源の国際的市場の不完全

性とその内部化努力が企業の多国籍化（龍接投

資の発生）の要因であるとする内部化理論もま

た展開されにさまさまな取り1において国際巾

場は国内市場に比べより不完全てあり，企業か

国境を越えて多国籍化する動機はさらに，;蚕し％

これら 2つの理論的展開は｀今日われわれか

途上国U)直接投賓と経済発展とのl~l係を探る上

て屯要な意義を持つ2 途，卜国の持続的経済発展

にとって、技術・経営・組織ノウハウの釜積か

ますまず重要視されてしスるか，自ら新しし lノウ

ハウを研究・開発することには葵大な費用かか

か t八技術の陳腐化かきわめて早い現在の状況

では、特に発展I})初期段階にある途 l・一国て自前

てすへてを開発すろことは現実的ではなし)ぐそ

の場合，外部から舜人した方が理にかなうとし¥

うことになるが，経営資源の市場はきわめて不

完全てある。さらに，技術的ノウハウと経営・

6ぅ



1995080066.TIF

組織的ノウハウを分離して導入することはかな

り難しい（井川 [1990J)。とすれは，途上国間

にも，経営資源で優位に立ち．市場の不完全性

ゆえにそれを内部化し，個々のノウ八ウを 1つ

のパッケージとして提供する外国企業を受け人

れる大きな理由があるといえよううそれでぱ．

実際． どこまでこの経営資源が途上国に移転さ

れ，その経済発展を促進しうるのかということ

であるが，これに関してぱ実証研究の結果によ

るといえる。

経営資源優位説，内部化理論の展開はきわめ

て重要な意義を持ったが．これらはあくまでも

ミクロ的視点から見た直接投資であり，マクロ

経済との関わりが欠落している そこでタニン

グは，経営育源優位説．内部化理論に伝統的貿

易理論の支柱である要素賦存状況の差異をあわ

せた直接投資の折衷理論を展開した。その考え

方は．直接投資の一般理論として1980年代に受

け入れられるようになったが．その 3つの要索

の相互の関係は必ずしも明確ではない。したが

って，匝接投賓のミクロ的エッセンスをいかに

マクロの一般均衡論の枠組に組み人れるかが，

それ以降．理論的には大きな課題の 1つとなり

（原[1991 l)，この状況は現在も続いている。

直接投資を一般均衡モデルに組み人れた理論

の展開の中て注目すへきは，途l：国U)経済肛生

の変化を分析するような研究であるe これに関

しては． 1980年代も，小島理論をめぐって論争

が繰り広げられた。小島理論の主張は．大まか

にしヽ えば次の 3つにまとめられる（小島 [19H51,

小111[199l]，l閉fl; Krause [198(）]を参照）。（1)

財の貿易は比較生産費の示す方向に従って決定

され，貿易によって当屯国は利益を得ることが

できる。これと同様，直接投賓も比較利潤率に

66 

そって行なわれるべきである 0 (2)直接投資は

門事国の比較優位関係を強化する順貿易志向的

なものと，これを弱める逆貿易志向的なものが

あり，前者ぱ経済厚生増大的であり，後者は経

済厚生減少的である。 (3)日本型直接投資は前

者にあたり．アメリカ型直接投資ぱ後者に属す。

小島理論に対しては，国内外からさまざまな

批判が寄せられた。まず第1点の比較利潤率に

よる虹接投資の説明には多くの疑問が出された

（たとえは，大山 [1990]，小田 [1991]）。国際貿

易は比較優位によって生じるが，企業進出は絶

対優位によって起こるとすれは，小島理論の比

較利潤率による直接投資の説明は疑問視せざる

をえないであろう。

第2点においても，多くの反論が寄せられた

（大山 [1990.，関口； Krause[1980:。関口 [1982]）。

その主な論点は，直接投資の本質が途上国にと

って希少な経営資源の国際的移転であるとすれ

ふそれか順貿易志向的であれ，逆貿易志向的

であれ，途上国の経済発展を促進するのみなら

九世界全体の経済原生水準の向 l：に資する可

能性が高いというものである。また大山 [1990]

は，一般均衡分析の中て，順貿易志向型直接投

資も交易条件の不利化によって進出先の国の経

済厚生を阻害する可能性があることを示してい

ろ

確かに宇沢•浜田命題が示唆するように，・小

国の投資ホスト国が輸入代替産業に保護閃税を

設けていたとすると，その産業への逆貿易志向

的投資によってその経済厚生が絶対的損失を被

ることがありうるぼ 3¥ {，また， !J:f!I[1990I は．

直接投資のデメリットの候補として，多国籍企

業の独占化とそれに伴う独占不利益，ならひに

将来性のある幼稚産業に与えるダメージ等をあ
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けているが， これは輸人代替的（逆貿易志向的）

直接投資に起こりやすいことは否めないこしか

し，要は，直接投資を貿易との閃係だけて経済

厚生増大的か否かを判断するのは単純すきると

し)えよう，、

第3点に関しても、小島理論をサポートする

実証研究も存在するものの，限定つき、 または

それを否定する論文も多く存在する（前者に関

しては Le('-1984上後者につt>ては Chen[1992' 

を参照）。国籍による直接投資の類刑化は，一

概には行なえないであろう。

したがってき直接投資と経済発展0)閃係を考

える l：で1980年代以降も祖要な坪論的展開・論

争かあったが， これまでのところし'-る結論は．

直接投賓はミクロ的には経営資源の移転を通し

て経済発展を促進する可能性はあるが．マクロ

的に見ると（他U)さまさまな条件を含めると），両

者の閃係は義的ではなく，その状況に応じて

結果も変化するであろうということてあるそ

れては，現実の途上国の経済にこれまて虹接役

行はどのような影憚を仔えてきたのであろうか，

次に，実証研究の成果をまとめてみようく〉

11 経済発展における直接投資の役割

t』［研究

直接投賓が経済発展に与えろ影曹U)実証研究

は，大きくいって 2つに分類することができる

第 1は，そU)分析枠組につし口て論究したもの，

第2は，全体またはその一部につしして＇史証研究

を行なったものである（

分析枠組としては，途t国の11'(接投賓受け人

れにおける費用・便益分析と既仔の発展菰に直

洒外頂接投行と経済発展

接投資を組み入れた上ての分析とに分けられる＾

費用・便益分析の妥門性・必要性は， Helleiner 

: 1989~, 浦田 ~1995] によって強調されている

最近てはとかく直接投資の利益面はかりか全面

：こ押し出されて強調されるが，前述のよう：こ，

直接投資にもコスト（デメリット）が存在しう

るへしたがって，両面から直接投資を評価でき

ればヘストであるしかしなから，下記にもの

べるように客観的かつ包括的費用・便益分析は，

きわめて難しいのが現状である

田中 r1994] は，被投賓国への直接投賓効果

を，廂用，所得効果，国際収支効果，技術移転

・外部効果，産業組織・産党構造効果，戦略的

効果，その他の経済効果，非経済効果に分けて

いる。これば，肛接投育効果を一般的かつ包括

的に評価しようとする試みてあるが，網羅的に

なればなるほど，それぞれの効果をある 1つの

指椋・数字にまとめられない限り、それぞれ独

立したものが寄せ集められているという印象を

ぬぐえないりまた，国際収支効果を直接投資効

果としてあげる場合がよくあるが、本来、これ

はマクロマネシメントの問題てあり、たとえ旧

接投資によって一時的にアンハランスな状態か

牛じたとしても，それは，マクロマネジメント

て処坪すろ問題てあって，多国籍企業行動を規

制する理由とは令くならないであろう直い

トラン [199t は，虹接投資の効果をあらゆ

る側面から包括的に取り上げることはかえって

問題の核心をほやけさせるとし，新しい分析の

枠組(j)構築を目指した｛,,具体的には， i産業の雁

行形態的発展メカニズムの中て多lil籍企業かと

のような役割を果たすかと tヽ う分析枠組を構兜

し，途 1：国の生産・貿易而ならびに経営資源で

のキャ、1チア 'Iプにしほって実；11［分析を行なっ
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た。分析結果に関しては後述するが，このよう

な分析の妥門性は，雁行形態的発展論のそれに

大きく依存しているといえるであろう。

関U [1988] は，直接投資の効果分析におい

て短期と長期の 2つに分けているが，これはき

わめて妥廿な考え方である。関口ふ短期効果

として，雇用創出とそれに伴う所得増加をあけ

ている。先述の一般均衡分析においては完全雇

用が仮定されるが，これは途上国にぱ現実的て

はなく，発展の初期段階では特に雇用問題をど

のように解決すべきかが問われなくてはならな

い。したがって，もし，途上国において古典派

的経済発展論でよく仮定される偽装失業者が多

く存在するならば，途上国の転換点への到達を

早めるという点で直接投資は菫要になることも

あるであろう (ii7)。

また，関口は指摘していないが，発展段階の

初期においては，貯蓄、外貨制約が厳しく｀発

展の足かせとなることが多い。したがって｀多

国籍企業の進出によって外部から投資資金が流

人し，また途t国の輸出能力が強化された場合，

直接投資が途上国経済の take-offを促進する

ことは十分若えられるい18)0 

しかし，長期的に見れば，途上国にとってL肖

接投資の最大のメリットは，どれだけ希少資源

である経営i？源が移転され，それか経済全体に

拡散するかにあるということには異論がなさそ

うてある（関[|1988]はこれを長間効果と呼ふ）。

したがって，直接投資が流人してもコスト面を

含めれば必ずしも途上国の経済発展にプラスに

なるとは限らないが，前述のように全般的柑用

・便益分析がきわめて困難であるので，直接投

資0)本質は紆党行源の移転にあるという立場に

が現状である。

それでは、この経営資源の移転の実証分析は

1980年代以降，どこまで進んできたのであろうか。

その前に，まず経営資源の移転に関しての概念

整理をしておこう。経営資源の移転に関しては，

2つの側面がある。親企業から海外子会社への

移転そのものと，それから派生する外部効果で

ある (Blomstrom[1991]，菰田 [1989])(ii 9 10 

さらに，外部効果には大きくいって 2つある

(Blomstrom [1991]）。産業内外部効果 (intra-

industry spillovers) と産業間外部効果 (inter-

industry spillovers)てある。産業内外部効果ふ

3つのソースが考えられる。まず第1に，外資

系企業参入による競争激化である これは、地

場産業のコスト削減効果．技術革新等の努力を

促すことか期待できる。第2は，人材育成てあ

る。外資系企業が育成し，より高度の経営資源

を学び取った人材の地場系企業への転職， また

ぱ自己による起業もままあるか． これは典邸的

な外部効果といえよう。第3は， リパーカッシ

ョン＇功果てある。地場産業との競争激化の結果，

外育系企業もまたより高度の技術を移転する可

能性もあり，さらに大きな外部効果が期待でき

る場合もあろう。産業間外部効果には，周辺産

業の育成への貢献が含まれる。外資系企業が国

内での原材料・部品調逹を増やせば．地場系企

業同士間の競争の激化ならびに地場系企業の製

品の品質向上が期待てきる。

関口 [1988]が指摘するように，生産要素は

その対価を請求し，経営資源において優位性が

存在すれはレントを吸収する。とすれば，後者

の外部効果こそホスト国の途上国にとってネッ

卜u)便益となる。つまり，経営賓源が移転され

立って，この一＾点にしほった実証研究が多いの ても，それたけでは途上国にネットで便益を与
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えているかわからない。経済全体への拡散効果

があってはじめて，直接投資からのネットの利

益が大きいといえるであろう。しかし，この経

営資源移転に関する 2つの側面は概念的に区別

することはできても実証レベルで厳密に行なう

ことは難しく，実証研究では必ずしも 2つのrz
別が明確になっているとはいいがたい。

ところで， これまでの経営資源の移転の実証

研究に関してば 2つのタイプがあった。 1つ

は，ある国のある特定の企業をケーススタディ

に取り上げ，経営資源の重要項目をあげ，その

1つlつに関してどれほど移転が進んでいるか

を丹念に調在した研究である。このタイプの研

究は，親企業から海外の了会社に移転が多く進

むほど．外部効果もまた大きくなるという前提

に立っていると考えられるし，これには，山下

[1989, 1991]． トラン [1988, 1989, 1992], 

洞口 [1992]，今野 [1990],Salleh [1993]等

の研究が含まれる。

研究の詳細は，それぞれの論文に譲るとして，

これまでのところどのようなことが明らかにな

ったのであろうか。まずホスト国によって，そ

の移転効果がかなり異なっているといえる。 ト

ランの一連の研究によれば，韓国，台湾と AS

EAN諸国との間には，合成繊維産業における

日本の直接投資を通しての経営育源の移転効果

に大きな違いが見られる。韓国，台湾では，生

産・管理技術のみならず．企画，財務，販売等

の経営ノウハウまて完全に現地側に移転され，

直接投資によるホスト国への外部効果を最大限

に引き出す素地が早い段階よりできあがった。

また，両国においては後に資本の現地化も達成

できた。一方，タイ，ィンドネシアでは，生産

・管理技術の移転は進んでいるものの，経営ノ

海外伯接投資と経済発展

ウハウの移転，資本の現地化か進ます，ここに，

台湾，韓国との大きな違いが見られる。同氏が

指摘するように，経営ノウハウ（企画，財務．

販売）の移転が直接投育の外部効果を最大限に

引き出す大きな鍵であるとすれば， ASEAN諸

国における直接投資の波及効果は韓国，台湾に

比べれは大きいとはいえなし心であろう。

山下「1989,1991] も、日本企党の匝接投資

がASEAN諸国の経済発展に大きく寄与して

いるとしながらも，移転された内容は，操作・

管理技術に止まっており，製品設計・開発とい

ったより高度な技術の移転はまだ少ないことを

指摘している。この点に関しては，マレーシア

の喧子・電機産業への直接投資の研究をした

Sall eh [ 1993] によっても強調されている。

しかし，韓国，台湾と ASEAN諸同との違

いは，両者の本質的な差異というより，これま

での経営資源の蓄積度ならびに経済発展段階の

差異によるものだと考えられるので， ASEAN

諸国への直接投資の効果はもう少し長期的に考

える必要があるかもしれない [9

洞「l[1992]は，イントネシアにおける日本

のインキ製造業者2社を比較しなから，企業の

経営資源の優位性がどこから発生し，またその

資源がどのように移転されるのかを探った。興

味深いのは，経営資源の移転ならびにその外部

効果は，企業の絶対優位度よりもむしろ現地へ

の移転に対する日系企業の姿勢の差によるとい

うことてある。つまり，経営資源の移転は，受

容側はもちろんのこと，供給側のアプローチに

よってもかなり結果が巽なろということであろ

。
へつ

このように，ある国の特定の産業を取り上げ，

企業調在を行なうことはそれなりに意味のある
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ことではあるが，その国の経済全体への波及効

果ならびにその国の経済発展メカニズムとの関

わりについては必ずしも明確にはなっていない-

そこで，諸外国ではこの直接投資における経営

資源の移転ならびにその外部効果をもう少し経

済全体で， しかも数量的に把握しようとする試

みが1980年代後半以降，盛んになってきた。

最近の代表例としては， Blomstrom;Wolff 

[1989], Haddad; Harrison [1993] をあげる

ことができよう。これらの研究においては｀途

L国の企業を産業別，ならひに資本所有別に区

別し，外資系企業と地場系企業の生産性（多く

は全要素生産性を使用）ギャップがそれぞれの産

業てどのように推移しているかを探り，またそ

の推移が外冑参人の度合いとどのように関わっ

ているかを回帰分析を用いて探っている。さら

に， Blomstriim;Wolff [1989: (ま，投資本』

の親企業の生産性との比較も試みている。これ

らの研究のメリットは，まず使用できるデータ

が存在すれば経済全般にわたって分析ができる

ことである。また，持続的経済発展には生産性

上昇が不可欠てあるが，そ(J)経済発展メカニズ

ムに経営資源で優位に立つ外資系企業の参入が

どのように関わっているのか分析可能であるい

地場系企業と外資系企業の全要素生産性比較に

よって外資系企業の所有優位性がどれほどのも

のであるか確認でき， また両者のギャップの推

移の考察とその要囚を探る回帰分析等で直接投

資の外部効果をある程度キャ、，Jチすることがて

きるのである。今後，日本でも特に匝接投資が

最近集中しているアジアを対象としてこのよう

な統計的分析か必要となってくるであろう

さらに，本国の親企業との生産性レベルの収束

(convergence)の度合いを探ることで，途上国の
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先進国へのキャッチアップ・メカニズムを知る

ことができる。

これまでのところ， メキシコでは，地場系企

業と外資系企業，ならひにメキシコの子会社と

本国の親企業の生産性の収束過程が進み， しか

もそれらの効果は，外資系企業が深く参入して

いる産業ほど強いという結果が得られている

(Blomstrom; Wolff [1989]）。つまり，メキシコ

への経営資源の移転ならびにその外部効果の存

在の可能性が指摘されている。しかし一方，モ

ロッコでは，経営資源において所有優位性があ

る外資系企業（合弁）が参人することで地場系

企業との競争が激化し，地場系企業の効率性を

絲める効果はあったか，直接投資の外部効果は

一過性に終わり持続しなかったことか指摘され

ている (Haddad;Harrison [1993]）。

日本ては，岡本 [1994,1995]か，マレーシ

アを例にとり，外資系企業と地場系企業の生産

性比較を行なった。同国において直接投資の経

営資源移転効果ならびにその外部効果の存在を

示唆する結果が出たか，さらに詳細な， しかも

さらに長期にわたるテータを用いて分析する必

要があろう。

このような統計的分析からも，ケーススタデ

ィに韮づく研究結果と 1五j様，多国籍企業か途t

国に進出することで，新しいノウハウが伝播さ

れ，それなりの経済効果はもたらしてはいるが，

外部効果の度合いになると，各国ともさまざま

に異なることがわかるこ

III 今後の研究課題

より一般的かつ包括的な経済理論または分析
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枠組の構築は常に望まれるが，直接投育理論の

一般化がきわめて困難であり，その経済発展に

与える影響の包括化はなおのこと難しい。した

がって，当分は，直接投資の中で最も重要な部

分を取り上げて理論・実証研究を続けていかざ

るをえないであろう。直接投資の本質が経営資

源の移転にあるという考えに変化かない限り，

経営資源の移転ならびにその外部効果の理論・

実証研究が今後とも中心課題になると考えられ

る。

第 1に，直接投賓を通して経営資源の移転に

伴う外部効果の大きさがなせ各国で異なってく

るのかということが，特に重要な課題の 1つで

ある。 Kokkor 1994]は、外資系企業と地場系

企業の技術格差が大きすぎ，前者が後者を圧倒

するような状況では外資系企業は飛ひ地を形成

するにすぎず，直接投資からあまり外部効果は

期待できないとする。これに近い意見は，日本

でも佐藤 [1990]，恒石 [1990]から出されて

いる。しかし一方， Schive[1990] によれば，

台湾でも輸出加上区に立地ずる外資系企業は飛

び地を形成する傾向にあったが，時とともにそ

の状況は好転している。したがって｀粁初飛び

地的傾向が強く出ているような国（たとえばマ

レーシアなど）でも、長期的に見れば外部効果

が大きいということもありうるのて囀今後とも

この線上での研究が必要となるであろう (ti]0)。

第2は，直接投育の継続性ならびにそれに関

わる政策研究である。この問題意識は，すでに

洞口 [1992] によって追究されているが，特に

今後の重要な研究課題は囀ホスト国u)どのよう

な政策が多国籍企業に継続的にしかも段階的に

より閥度な技術を移転させるかということであ

る。ホスト国のさまざまな財政，金融的措置か

海外直接投資と経済発展

直接投資を誘引するように，経営資源の移転の

継続性，度合いも，かなりホスト国の政策，経

済状況によって影響を受けると考えられる。と

なれば，希少資源の移転をスムーズにさせ外部

効果を最大限に引き出すような政策が，ホスト

側に今後必要となってくるであろう。

第3しこ，台謬韓国といった途上国の直接投

資の分析である。 1980年代後半になると，先進

国0)みならず．途上国からの直接投賓が急増し

た。しかし，それら企業は，技術，マーケテ

ィング，規模，あるいは組織的精緻化の面で、

明らかに世界のフロンティアに達していない

(United Nations [1993 (1994)］）。となれば，伝

統的な国際生産の決定要因ぱ途上国多国籍企党

にあてはまらないのであろうか。または，単に

先進同の企業とは異なる途上国固行の所有優位

性か存在するのであろうか。最近の ASEAN

諸国は、先進国のみならず、アジア新興工業国

からも相当な額u)投資を受け入れてきた。国籍

によって経営資源の種類の異なる企業がどのよ

うに途上国経済に影響し合っているのか分析す

るのも典味深い。

現在，アジア太平洋経済協力 (APEC)が本格

的に動き出そうとしている，投資自由化もそU)

厘要課題の 1つである。したがって，ぉ吐いに

友好的な協力を行なうためにも，直接投資と経

済発展についての研究をさらに一層深めていく

必要性があるてあろう。

（注 l) これは，国連の1992年度版恨界投資報告書て

特に強調されている (UnitedNations Conference on 

Trade and Development, World lnu;s/rnent R心 rt

1992 (New York: United Nations, 1992〕）。なお，

国連から毎年出版されている世界投資報告書は，多国籍

企業のけ動，而接投資の動向，また直接投資に対する各

国政府の政策等について，理論的，実ME的，かつ政策的
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に分析を加えており，この分野の研究には欠かすことの 伊藤元重・大山道広

できない参考文献といえよう。 1985 「国際貿易』岩波書店．

（注 2) 海外の文献を含めれ：よ，直接投資の文献サー 浦田秀次郎

ヘイ自体も数多くある詳しくは， Dunninged.)993], 

Caves [1982]等を参照c

（注3) たとえぱ， Graham;Krugman ・199fは，

報酬率の違いを最近の日米間直接投資フロー決定要因の

lつとしてあげている。

（注4) 関口 [1988入若杉旧1989]．原：1991].ifri] 
ロ[1992'等，すべて小宮の酒接投資論の工、91センスを
取り入れている。

（注5) 字沢•浜田命題について：上伊藤・大!1![1985]

が詳しし、’’

（注6) 国際収支バランスを直接投資と直結して考え

ることの洪りを多くの研究者が指摘している（たとえば

A riff • 1993]), 

（注7) マレーシアの1986年から90年における多国籍

介業か雇用創出に果たした役割については，岡本 [1994,

1995]を参照，台滸については． Schive 1 1990 lが詳
しし )0

（注 8) 中国において．国内の資金不足か経済発展を

1995 「貿易政策と経済発展：理論および実証

大山道広

分析サーベイ」浦田秀次郎編『貿易自由

化と経済発展ー一途［国における生産•竹

分析』アジア経済研究所： 23-42.

1990 「直接投資と経済厄生ーー小島理論をめ

ぐって」池間誠・池本清編『国際貿易・

生産論の新展開』文箕常： 2G39. 

岡本由美f

1995 「マレーシアの貿易・外資自由化政策と

経済開発」浦田秀次郎編『貿易自由化と

経済発展ー一途上国における生産性分

析』アジア経済研究所： 161-189.

1991 "Impact of Trade and FDI Liberaliza-

tion Policies on the Malaysian Econo-

my." Developing Economie、, 32(4) Dec. 

制約するi,な要因てあり（少なくともこれまではそうで 1994 : 460-478. 

あり），直接投資にそれを緩和する役割があったことを 小田正雄

堤 [1992]は指摘している。しかし，直接投資か常にこ 1991 「直接投資の理論ー 小島理論の展開ー
0)点におしごて重要な役割を担っているわけてはなく，た

とえぱ，韓国や台湾ては，ほとんと，またはそれほど重

要ではなかった（前者については，谷浦 [1989]，後者

については， Schiw[1990]を参照i})こと）

（注9) Blomstrom [1991]は，前者を '’geograph-

ical diffusion of technology"と呼び，後者を “spill-

overs"と呼んでし；な菰田 [198(りは，前者を市場型

技術移転，後者を北市場型技術移転としてそれそれ区別

してしヽ る。

（注l(）） 1f杉 [1989]は，外部効束0)拡散ふホスト

固において企業間競争かあるかとうかというはいならぴ

に下請け組織の発達度によって大きく異なると述べてい

る。
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